






































































表 1. 米国の 2 つの材料系学協会のプロフィール比較
A 学協会 B 学協会
専門範囲 材料全般 (特に境界領域) 専門領域中心
設立後経過年数 約 30 年 100 年以上
会員数 約 13,000 人 (増加中) 約 10,000 人 (減少中)
年会開催数 年 2 回 年 1 回
今回の参加登録者数 約 2,600 人 約 1,800 人
参加者年齢層 20 〜 50 代 (まんべんなく) ＞ 50 代が中心 (高齢化が目立つ)
発表募集形態 シンポジウム制 * 1 シンポジウム制 * 1
4
発表前の査読無し * 2 発表前の査読無し
発表の論文化 後日論文出版 (一部を除く) 無し (論文誌への投稿を促す)
今回の発表件数 約 2,100 件 約 1,300 件 (寸前・当日変更多数)
開催場所 都会の中心にあるホテル 地方のリゾート型ホテル
* 1: ここで言うシンポジウム制とは、予め各シンポジウムのテーマを決めて、各シンポジウム毎に発表を募集する形態を指す。
* 2: 発表時に提出された論文に対しての査読はある。 
表 2 は、今回の春の年会で行なわれていた特徴的な活動をまとめたものである。新旧両学協会の違いが明確であり、
ナノテクノロジーや MEMS 等の新規研究分野に対しての取り組みにも個性が出ている。会員獲得に関しては、専門分野














































































我が国においては、平成 8 年に第 1 期科学技術基本計画が策定されて以来、研究開発投資は順調に伸び第 1 期科
学技術基本計画期間中の政府研究開発投資 17 兆円の目標を達成するとともに、研究開発システムの改革も進むなど、
科学技術政策は大きく変化してきている。しかし、これまで本格的なフォローアップ (追跡調査) は行われていないのが現
状である。次期科学技術基本計画の検討や 3 年目に入った第 2 期科学技術基本計画の着実な実施のためには、これ
までの成果、達成効果、問題点などを体系的に分析・評価することが必要不可欠である。また、国民への科学技術分野の
公的投資拡大に対するアカウンタビリティー (説明責任) の観点からも科学技術基本計画の評価は重要である。









































・6/ 2 Ms. Denise Lievesley: UNESCO 統計院長来所
・6/20 Prof. Christopher T. Hill: 米国 George Mason 大学研究担当副学長、
米国テクノロジー・ポリシー・インターナショナル プリンシパル
Prof. George R. Heaton, Jr.: 同マネージング・プリンシパル
Prof. Patrick H. Windham: 同プリンシパル
・6/24 小石 恭子: ニュージーランド科学技術省科学技術コーディネーター






工藤 和彦: 九州大学 エネルギー量子工学専攻教授、
日本原子力学会原子力教育研究特別専門委員会主査







・6/25 「オランダにおけるイノベーション政策の発展 - クラスター政策から
DIS(ダイナミック・イノベーション・システム)モデルの導入まで - 」( 表紙写真)
Mr. Philip J. Wijers: オランダ大使館科学技術参事官 (経済産業研究所との共催)
○ 新着研究報告・資料
・「科学技術動向 2003 年 6 月号」(6 月 27 日発行)
 特集 1 昆虫を用いた生命科学研究の動向
 ライフサイエンス・医療ユニット 茂木 伸一、島田 純子、客員研究官 竹田 敏
 特集 2 Futur - ドイツにおける需要側からの科学技術政策の展開 -
 客員総括研究官 丹羽 冨士雄
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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